
 

 

平成１７年４月１日 
株式会社ネット・コミュニケーションズ 

 
 

カスタムホームページ （CHP）サービス利用規約 
 
 
第１章 総 則 
 
 (利用規約の適用)  
第１条 株式会社ネット・コミュニケーションズ（以下、「当社」といいます。）は、カス

タムホームページ（CHP）サービス利用規約（以下、「利用規約」といいます。）を定め、
この利用規約に基づき、カスタムホームページ（CHP）サービス（以下、「本サービス」と
いいます。）を提供します。  
２．本サービス契約者（以下、「契約者」といいます。）は、この利用規約の他、当社が提

供する関連サービスにおいて、利用規約が設けられている場合は、当該利用規約に従ってサ

ービスを受けるものとします。 
 
 (利用規約の変更)  
第２条 当社は、利用者の承諾を得ることなく必要に応じて本規約を変更することがありま

す。本規約を変更した場合、当社はホームページに掲載するほか、登録された電子メール又

はその他当社が適当と認める方法により利用者に通知します。なお、この通知が到達しない

場合であっても、変更後の利用規約が適用されるものとします。 
２ 本規約の変更は、利用者に通知された時点で効力が生じ、それ以前の規約はその時点で

効力を失います。 
 
（サービスの提供区域） 
第３条 本サービスの提供区域は日本国内とします。 
 
（サービスの種類および内容）  
第４条 当社が提供するサービスの種類およびその内容は別に定めるものとします。 
 
（サービスの終了） 
第５条 当社は、本サービスを終了することがあります。 
２．本サービスを終了するときは、終了する３カ月前までにその旨を契約者に通知あるいは

告知します。 
 
 
第２章 契 約 
 
（契約の単位） 
第６条 契約者が本サービスを複数利用する場合には、個々にサービス利用規約を締結する

ものとします。 
２．当社は、本規約の他、必要に応じて特約を定めることがあります。この場合、契約者は

本規約とともに特約を遵守するものとします。 
 
（契約期間） 
第７条 本サービスの契約期間は、第１２条（契約の成立）第１項に定める利用開始日から

起算して、１２カ月以上とします。 



 

 

 
（サービスの提供条件） 
第８条 契約者は当社が許可した URLでのみ本サービスを利用することができます。 
２．契約期間中におけるWebデータの宣伝等については、契約者は当社の許可なしに、パ
ンフレットや雑誌等に掲載、転用することができます。 
３．当社が提供するWebデータに不備、不具合があった場合には、無償でデータを修正す
るものとします。ただし、データの追加や変更等、契約者の都合によるものはこの限りでは

ありません。 
４．当社がWebデータを製作する際に契約者から提供を受ける資料は、原則として電子デ
ータとします。 
５．Webページ作成にあたり契約者から提供されたデータは、原則として返却しません。 
６．当社から契約者へのWebデータの納品方法は、当社が提供するWeb領域の場合にはそ
の領域にアップロードした時点で納品完了とし、当社が提供する Web 領域以外の場合には、
CD-ROM等の記憶媒体を用いて納品するものとします。 
７．納品後のWebデータに不備、不具合があった場合の追加修正分の納品は、当社の定め
る方法で納品できるものとします。 
８．ＣＨＰ雛形利用コースの契約者は、契約期間が１年を経過するごとに、利用者の申請に

基づいて、年１回のWebリニューアルを受けることができます。このときの費用は、月額
利用料の１ヶ月分に相当するものとします。リニューアルは、他の雛形の中から１点を選択

し、Webデータの内容を置き換える方式とします。 
９．契約期間中、契約者がサービス利用料の支払いを遅延した場合には、その遅延した期間

相当分リニューアルを受ける権利を消失します。 
10．当社は、契約者の承諾を得ることなく、本サービスの内容を変更することができるもの
とします。 
 
（権利の譲渡等の制限） 
第９条 本サービスの提供を受ける権利等利用契約上の権利を、当社の承諾なく、他に譲渡、

貸与、質入れ等の行為をすることはできません。 
 
（非常事態時の利用の制限） 
第 10条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがあると
きは、本サービスの全部または一部を中止する措置をとることがあります。 
２．当社は、前項に基づく本サービスの中止によって生じた契約者の損害につき一切責任を

負いません。 
 
（契約申込） 
第 11条 当社所定の契約申込書を提出することによって申し込むものとします。 
２．契約の申し込みにおいて、本人確認のための資料を提出していただくことがあります。 
 
（利用契約の成立） 
第 12条 利用契約は、前条の申込に対し当社が承諾したときに成立するものとします。た
だし、次のいずれかに該当する場合には、利用申込を承諾しないか、あるいは承諾後であっ

ても承諾の取消を行う場合があります。  
 (1) 申込者が虚偽の事実を申告したとき  
 (2) 申込者がサービスの利用料金等の支払いを怠る恐れがあることが明らかなとき  
 (3) 申込者が過去に、規約違反により弊社サービスの利用契約を解約されたことがあるとき  
 (4) 当社の業務の遂行上または技術上に著しく困難があるとき  
 (5) その他、当社が申し込みを不適当と判断したとき  
２．当社が申し込みを承諾しない場合には、当社は申込者に対しその旨通知します。 



 

 

（サービス内容の変更） 
第 13 条 契約者が、本サービス内容の変更を希望する場合は、当社が別途定める方法によ

り変更を申込むものとします。 
２ 前項の申込を承諾した場合は、当社は契約者に対しその旨を通知します。 
３ 第１項の申込があった場合に、技術的に困難であるなど当社の業務遂行上支障があると

きは、当社は申込を承諾しないことがあります。この場合は契約者にその旨を通知します。 
 
（契約者の名称等の変更） 
第 14 条 契約者は、住所、電話番号、その他以下の各号に変更があったときは、そのこと

をすみやかに当社に届け出るものとします。 
 (1) 名称又は氏名  
 (2) 住所又は居所  
 (3) 当社に届け出た請求書送付先に関する事項 
２ 前項の届け出があったときは、当社はその届け出のあった事実を証明する書類を提出し

ていただくことがあります。 
 
（契約者の地位の承継） 
第 15 条 契約者である法人が合併したとき、契約者はその旨をただちに当社に書面で通知

するものとし、当社はその通知受領後 14 日以内に、当該承継法人に書面により通知をして

利用契約を解除することができるものとします。当社が解除しなかった場合、承継した法人

は利用契約に基づく一切の債務を承継するものとします。 
２ 契約者が個人である場合は、個人が死亡したとき利用契約は終了します。 
 
（契約者が行う利用契約の解除） 
第 16 条 契約者は、利用契約を解除するときは、当社に対し解除の日の１か月前までに解

除の旨及び解除するサービスなどを当社が別途定める書面により通知するものとします。こ

の場合において、通知があった日から当該通知において解除の日とされた日までの期間が１

か月未満であるときは、解除の効力は当該通知があった日から１か月を経過する日に生じる

ものとします。 
 
（当社が行う利用契約の解除）  
第 17 条 当社は、次に揚げる事由があるときは、利用契約を解除することができるものと

します。 
(1)第 19 条（提供停止）第１項に基づき当社が本サービスの提供を停止した場合、停止の日

から 14 日以内に停止の原因となった事由が解消されないとき 
(2)第 19 条（提供停止）第１項各号のいずれかの事由があり、本サービスの提供に著しく支

障を及ぼすおそれがあると認められるとき 
 
 
第３章 サービスの中止及びサービスの停止 
 
（サービスの中止） 
第 18 条 当社は、天災、事変、その他の非常事態が発生し、もしくは発生する虞がある場

合、当社の設備の保守を定期的にもしくは緊急に行う場合、または障害等やむをえないとき

には、本サービスの全部または一部を中止することができるものとします。 
２ 本サービスの提供を中止するときは、当社は契約者に対し、その旨とサービス中止の期

間を事前に通知します。ただし、緊急やむを得ないときはこの限りではありません。 
 
（サービスの停止） 



 

 

第 19 条 当社は、契約者が次の各号のいずれかに該当するときは、本サービスの提供を停

止することができるものとします。 
(1)利用契約上の債務を履行しなかったとき 
(2) 第８条（サービスの提供条件）の規定に違反したとき 
(3) 以下の態様において本サービスを利用したとき 
(ア) 当社あるいは第三者の名誉、信用、プライバシー等の人格的利益を侵害する行為、ま

たはそのおそれのある行為 
(イ) 当社あるいは第三者の著作権、その他の知的財産権を侵害する行為、またはそのおそ

れのある行為 
(ウ) 当社あるいは第三者の法的保護に値する一切の利益を侵害する行為、またはそのおそ

れのある行為 
(エ) 犯罪行為あるいは犯罪行為をそそのかしたり容易にさせる行為、またはそれらのおそ

れのある行為 
(オ) 虚偽の情報を意図的に提供する行為、あるいはそのおそれのある行為 
(カ) 公職選挙法に違反する行為、またはそのおそれのある行為 
(キ) 当社の本サービスの提供を妨害する行為、あるいはそのおそれのある行為 
(ク) 第三者の本サービスの利用に支障を与える方法あるいは態様において本サービスを利

用する行為、あるいはそのおそれのある行為 
(ケ) ID あるいはパスワードを不正に使用する行為 
(コ) コンピュータウィルス等他人の業務を妨害するあるいはそのおそれのあるコンピュー

タ・プログラムを本サービスを利用して使用したり、第三者に提供する行為、あるいはその

おそれのある行為 
(サ) 風俗営業等の規制及び適正化に関する法律が規定する映像送信型性風俗特殊営業、あ

るいはそれに類似する行為 
(シ) 無限連鎖講（ネズミ講）を開設し、またはこれを勧誘する行為 
(ス) その他、他人の法的利益を侵害したり、公序良俗に反する方法あるいは態様において

本サービスを利用する行為 
(4) その他、当社が不適切と判断するとき 
２．当社は、前項の規定により本サービスの提供を停止するときは、あらかじめその理由、

提供停止をする日及び期間を契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は事後に

通知します。 
 
 
第４章 料金等  
 
（料金等） 
第 20条 本サービスの利用料金は、別に規定するところによります。  
 
 
第５章 データ等の取り扱い 
 
（データ等の取り扱い） 
第 21 条 本サービスにおける当社のサーバのデータが、滅失、毀損、漏洩、その他本来の

利用目的以外に使用されたとしても、その結果発生する直接あるいは間接の損害について、

当社はいかなる責任も負わないものとします。  
 
（データのバックアップ)  
第 22 条 本サービスにおいて、当社はサーバ設備の故障又は停止等の復旧に対応するため、

契約ディレクトリ内のデータの複写及び保管することがあります。 



 

 

（Webデータの著作権） 
第 23条 本サービスに利用する画像データ、テキストデータ、音声等の各種データの著作
権とそれに伴う一切の権利は、契約者が当社に提供したものを除き、全て当社に帰属するも

のとします。 
 
（当社による編集・出版） 
第 24 条 当社は、契約者の承諾を得た上で、契約者の情報を抽出・再編集して、インター

ネット、書籍、放送その他の媒体を通じて、発表することがあります。この場合の一切の権

利は当社に帰属するものとします。 
 
 
第６章 損害賠償 
 
（損害賠償） 
第 25 条 利用者が本サービスの利用により第三者に対し損害を与えた場合、利用者は自己

の責任でこれを解決し、当社にいかなる責任をも負担させないものとします。また、利用者

と第三者との間に生じた紛争により、当社に損害が生じた場合には、利用者は当該損害を当

社に対して賠償するものとします。 
 
（免責） 
第 26 条 当社は、契約者が本サービスの利用に関して情報等が破損または滅失したことに

よる損害、若しくは契約者が本サービスから得た情報等に起因して生じた損害について、そ

の原因の如何によらず、一切の賠償の責任を負わないものとします。 
２ 当社が契約者に対して提供するソフトウェアは、契約者がその時点で保有している状態

で提供しており、契約者が予定している利用目的への適合性、バグ等の不具合がないことを

保証するものではないことを契約者は承諾するものとします。また、契約者は、ソフトウェ

アの利用結果については当社に対して一切損害賠償を請求しないことを承諾するものとしま

す。 
３ 当社は契約者に対して提供するソフトウェアについてのバグ等の不具合の修正、改良等

の実施を行う義務はないことを契約者は承諾するものとします。 
４ 契約者がダウンロードその他の方法で当社のサーバから取得したすべてのデータは、契

約者自身のリスクにおいて利用するものとし、当該データをダウンロードしたことに起因し

て発生したコンピュータシステムの損害についても、当社は損害賠償責任を負わないものと

します。 
 
（違約金） 
第 27条 利用契約の終了もしくは解除後に、契約者が当社の提供したWebデータの全部ま
たは一部を継続もしくは断続して使用していることが確認された場合、契約者は違約金とし

て 50万円（消費税別途）を当社に支払うものとし、それをもって利用者に当該Webデータ
を譲渡できるものとします。 
 
（機密保持） 
第 28条 当社は、本サービスの提供にあたり、契約者の許可を得ない限り、契約者のプラ
イバシーや機密事項を故意に第三者に漏洩しないこととします。 
 
 
 
 
 
 



 

 

第７章 雑則  
 
（分離性） 
第 29条 本規約のいずれかの条項が無効とされた場合であっても、本規約の他の条項は、
継続して完全な効力を有するものとします。 
 
（準拠法） 
第 30条 本規約の成立、効力、解釈及び履行は日本国法に準拠するものとします。 
 
（管轄裁判所） 
第 31条 契約者と当社との間で本サービスの利用に関連して紛争が生じた場合は、東京簡
易裁判所または東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 
 
（協議事項） 
第 32条 本規約に定め無き事項が生じた場合には、本規約の主旨に従い誠意をもって協議
のうえ、解決にあたるものとします。 
 
 
 


